
（仮称）竹原市複合交流拠点施設整備運営事業

事業用定期借地権設定契約書（案）

借地権設定者・竹原市（以下「甲」という。）と、借地権者・【 】（以下「乙」という。）

とは、令和○年○月○日（以下「本契約締結日」という。）をもって、甲の所有する別紙１「物件

明細書」記載の土地（以下「本件土地」という。）について、次のとおり、借地借家法（平成３年

法律第90号。以下「法」という。）第23条第２項で定める事業用定期借地権（以下「本件借地権」

という。）の設定に関する契約（以下「本契約」という。）を締結する。本契約で使用する用語は、

本契約で特に定義する場合を除き、甲と乙及び【代表企業名】、【構成企業名】及び【構成企業名】

との間で、令和○年○月○日付けで締結した（仮称）竹原市複合交流拠点施設整備運営事業基本契

約書で定義する意味を有するものとする。

（信義誠実の義務）

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。

（目的）

第２条 甲は、本件土地において次条に定める指定用途を実施することを目的として、乙に対し、

本件土地を賃貸し、乙は、これを賃借する。

２ 甲と乙とは、本件借地権が、建物所有を目的とする、法23条第２項で定める事業用定期借地権

であり、同項に基づき、法第３条から第８条まで、法第13条及び法第18条並びに民法第619条の

適用がないことを相互に確認する。

（用途指定）

第３条 乙は、本件借地権の存続期間中、本件土地及び本件土地上に乙が要求水準書等に従って建

設し所有する別紙２に示す民間施設（以下「本件建物」という。）を、要求水準書等で定める民

間収益事業に供するものとし、これと異なる用途に供してはならない。

（指定用途の変更等の承認）

第４条 乙は、次のいずれかの場合において、前条で定める指定用途の変更又は解除を必要とする

ときは、事前に、甲に対し、詳細な理由を付した願書を提出し、甲の書面による承認を受けなけ

ればならない。

(1) 不可抗力又は甲及び乙を除く第三者の故意若しくは過失により本件土地がき損し、引き続き

その用に供することが著しく困難又は不可能となった場合

(2) 社会経済情勢の著しい変動、代替施設の設置等により、本件土地の全部又は一部を引き続き

その用途に供することが真に困難又は不適切となった場合



（存続期間）

第５条 本件借地権の存続期間は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までとする。

２ 甲と乙とは、令和○年○月○日までに、本契約の終了に向けた、建物収去、更地返還の要否そ

の他本契約の円満な終了のため必要な事項に関する協議を行う。

３ 甲及び乙は「基本協定書」第11条に基づく「事業敷地一時貸借契約」が「本件借地権」の存続

期間開始日の前日を持って終了し、「本件借地権」の存続期間開始日において何らの効力を有し

ないことを確認する。

（引渡し）

第６条 甲は、乙が甲に対して第10条の保証金全額を預託したときに、乙に対し、本件土地を現状

有姿で引き渡したものとする。

（貸付料）

第７条 本件土地に係る年額の貸付料（以下「年額貸付料」という。）は、年額金○○円とし、１

月未満の端数が生じる場合には、日割計算とし、円未満の端数は切り捨てる。

２ 乙は、年額貸付料を甲に対し、上半期・下半期にわけて支払う。支払い時期については、別途、

協議により決定する。

３ 年額貸付料の納付に係る手数料は、乙の負担とする。

（貸付料の改定）

第８条 前条の規定にかかわらず、土地の価格の上昇若しくは低下その他の経済事情の変動によ

り又は近傍類似の土地の貸付料等に比較して不相当となったこと等の理由により貸付料の額が

実情に即さなくなるなど法第11条第１項の規定に該当すると判断したときは、甲又は乙は、に貸

付料の増減を請求することができる。この場合、甲と乙とは、協議のうえ、貸付料を改定するも

のとする。

（貸付料の納付遅延に伴う違約金）

第９条 乙は、第７条に定める期日までに貸付料を納付しないときは、甲に対し、期日の翌日から

納付済みまで、その日数に応じ、当該貸付料の金額に対する年14.6パーセント（年365日の日割

計算）の割合による違約金を、別途、甲の請求により、その指定する期日までに支払う。

（保証金）

第10条 乙は、甲に対し、甲の債権を担保するため、保証金として、第７条第１項に定める年額貸

付料に対する12か月分に相当する金員を、本契約の締結と同時に預託する。なお、本項の規定に



より預託された保証金には、利息を付さないものとし、貸付料が改定されたときは、保証金の額

が改定後の年額貸付料に対する12か月分相当額となるよう、甲乙間において速やかに調整する

ものとする。

２ 乙が預託した保証金は、乙の甲に対する未払債務、第28条第１項に定める損害賠償その他本契

約に基づき乙が負担すべき一切の債務及び本件土地等、工作物等の除去その他第25条に定める

更地返還を懈怠した場合に要する費用等に対する甲の債権の一切を担保するものとする。

３ 本契約の終了に伴い乙が甲に対して本件土地を明け渡したときは、甲は、乙に対し、本契約に

関して生じた乙の未払債務がある場合は当該未払債務額及び損害賠償の額を保証金の額から差

し引いた金額を、乙の未払債務がない場合は保証金の全額を、遅滞なく返還する。この場合にお

いて、乙が第１項の規定により預託した保証金の額が前項の規定により担保する金額に満たな

い場合、乙は、甲に対し、甲が指定する期日までに、その不足額を支払わなければならない。

４ 乙は、保証金返還請求権をもって、甲に対する貸付料その他の債務と相殺することができな

い。

５ 乙は、甲の書面による承諾を得て第三者に本件借地権を譲渡し、かつ、これとともに甲に対す

る保証金返還請求権を譲渡する場合を除き、同請求権を譲渡することができない。

６ 乙は、保証金返還請求権に質権その他の担保権を設定することができない。

（用途制限等）

第11条 乙は、本件借地権が存続する限り、本件土地等を次の各号に掲げる用に供してはならず、

これらの用に供されることを知りながら、本件土地について地上権、賃借権その他の使用収益を

目的とする権利を設定してはならない。

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策

法」という。）第２条第２号に規定する暴力団の事務所その他これらに類するものの用

(2) 前号に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する

等公序良俗に反する用

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項

に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の

用

（事業内容の変更）

第12条 乙は、事業者提案にて提案していない内容に変更することはできない。ただし、真にやむ

を得ない理由により、提案内容の事業遂行が困難となった場合は、10か月前までに甲に報告し、

甲の書面による承諾を得たうえで事業者提案の趣旨に沿う範囲で用途変更することができるも

のとする。



（本件借地権の譲渡）

第13条 乙は、甲の書面による事前の承諾を受けることなく、本件借地権を譲渡してはならない。

２ 乙は、本件土地に係る借地権を、分割して譲渡すること、本件建物の所有権と分割して譲渡す

ること、又は保証金返還請求権と分離して譲渡することができない。ただし、甲の書面による事

前の承諾を受けた場合は、この限りでない。

３ 乙は、本件借地権を第三者に譲渡する場合には、書面をもって、本契約の内容を当該第三者に

承継させなければならない。

４ 乙が第1項に基づく甲の承諾を受けたうえで本件借地権を譲渡するときは、乙は、甲に対する

保証金返還請求権を、本件借地権の譲受人に譲渡しなければならない。

（本件土地の転貸等）

第14条 乙は、甲の書面による事前の承諾を受けることなく、本件土地を、名目のいかんにかかわ

らず、第三者に転貸又は使用させてはならない。

（本件土地に係る建物の増改築等）

第15条 乙は、甲の書面による事前の承諾を受けることなく、本件土地に係る建物を新築、増築、

改築又は解体（以下「増築等」という。）してはならない。

２ 前項の規定により甲が本件土地に係る建物の増築等を承諾した場合において、甲が乙に対し

て増築等の内容について設計図面の提出を求めたときは、乙は、遅滞なくこれに応じなければな

らない。

３ 乙が行う増築等は、本件借地権の存続期間中に行うものとする。

（本件建物の賃貸）

第16条 乙は、甲の書面による事前の承諾を受けることなく、本件建物を賃貸してはならない。

２ 乙は、甲の承諾を得て本件建物を第三者に賃貸するときは、次の各号を全て満たさなければな

らない。

(1) 乙が第三者と本件建物の賃貸借契約を締結する場合、当該建物賃貸借契約に、乙が法第23

条第２項に基づく事業用定期借地権設定契約に基づき本件土地を賃借している旨明記する

こと。

(2) 本契約の終了に伴い第三者との当該建物賃貸借契約が終了する旨定めること。

(3) 当該建物賃貸借契約が終了する場合、当該第三者は、乙に対し、本件建物を引渡し時の原

状に復して直ちに返還すべきこと。

３ 前項第１号の契約が締結された場合、乙は、甲から本件建物に係る賃貸借契約書の提示を求め

られたときは、直ちにこれに応じなければならない。

４ 乙は、本件建物の賃借人との間で締結した賃貸借契約において法第35条の効果を生じさせな



いようにするため、同賃借人に対し、本契約の期間満了の日の１年前までに、本契約期間の満了

日を通知しなければならない。

５ 甲は、本件建物の賃借人に対し、本契約期間の満了日を自ら通知できるものとし、乙は、これ

に異議を述べない。

（本件建物の譲渡）

第17条 乙は、甲の書面による事前の承諾を受けることなく、本件建物を譲渡してはならない。

（建物買取請求権等の放棄）

第18条 乙は、本契約の終了に際し、甲に対し、本件土地に付属する建物・工作物等の買取りを請

求することができない。

２ 乙は、本契約の存続期間中、乙が本件土地を維持保全し、改良を加えた場合においても、甲に

対し、その費用を必要費又は有益費として償還請求することができない。

（本件借地権に係る担保権の設定）

第19条 乙は、甲の書面による事前の承諾を受けることなく、本件借地権に担保権を設定すること

ができない。

２ 乙は、前項の規定により甲が本件借地権に対する担保権設定を承諾した場合においても、保証

金返還請求権に担保を設定することができない。

３ 甲は、第１項による承諾を与えた担保権の実行に際し、担保権者と協議して協定を締結するこ

とができる。

（承諾事項）

第20条 乙は、甲の書面による事前の承諾を受けることなく、次の各号の行為をしてはならない。

(1) 本件土地の区画形質又は地盤高を変更すること

(2) 本件土地に工作物を設置し又はこれを解体すること。ただし、軽微かつ土壌汚染を招来す

るおそれのないものについては、この限りでない。

（保全義務、調査協力義務）

第21条 乙は、善良な管理者の注意をもって、本件土地の維持保全に努めなくてはならない。

２ 乙は、本件土地を使用するに当たり、近隣所有者から苦情を受けた場合は、乙の費用と責任に

おいて、これを解決しなければならない。

３ 乙は、本件土地が天災地変その他の事由（甲の責めに帰すべき事由を除く。以下本条において

同じ。）によってき損した場合は、乙の責任及び負担により、その修繕を行うものとする。

４ 前項の事由によるき損により第三者に損害を与えた場合には、乙は法令上必要な範囲でその



賠償の責めを負うものとする。

５ 甲は、本件借地権の存続期間中、随時、本件土地等について、その使用状況を実地に調査する

ことができ、乙は、これに協力しなければならない。

（甲による契約の解除）

第22条 甲は、乙が次の各号の一に該当することとなった場合は、相当の期間を定めてその履行又

は是正を催告のうえ、その期間内に履行又は是正のないときは、本契約を解除することができ

る。

(1) 本件土地又は本件建物を第３条に定める指定用途以外の用途に使用したとき

(2) 第７条に定める貸付料の納付を怠ったとき

(3) その他本契約に定める義務を履行しないとき又は同規定に違反する行為があったとき

２ 甲は、乙が次の各号の一に該当することとなった場合は、何らの催告をすることなく、直ちに

本契約を解除することができる。

(1) 不渡処分、滞納処分、強制執行を受けたとき又は競売開始、破産手続開始、民事再生手続

開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立てがされたとき

(2) 第13条に違反して、本件借地権を譲渡したとき

(3) 第14条に違反して、本件土地を第三者に転貸し又は使用させたとき

(4) 第15条に違反して、本件土地に係る建物を増築等したとき

(5) 第16条に違反して、本件建物を賃貸したとき

(6) 第17条に違反して、本件建物を譲渡したとき

(7) 第19条に違反して、本件借地権に担保権を設定したとき

３ 甲は、広島県警察本部からの通知等に基づき、乙が次の各号に該当することが判明したときに

は、何らの通知催告をすることなく、直ちに本契約を解除することができる。

(1) 役員等が暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であ

ると認められるとき。

(2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が

経営に実質的に関与していると認められるとき。

(3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

又は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。

(5) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

とき。

(6) 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が本項第１号

から第５号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認め



られるとき。

(7) 構成員のいずれかが、本項第１号から第５号までのいずれかに該当するものを下請契約

又は資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（本項第６号に該当す

る場合を除く。）に、市が当該構成員に対して当該契約の解除を求め、当該構成員がこれに

従わなかったとき。

(8) 本件土地又は本件建物を第11条の用途制限等に牴触する用途に使用したとき。

４ 第１項ないし第３項又は第６項の場合において、甲による解除の結果として乙に何らかの損

害が生じたとしても、甲は、その損害を賠償する責任を負わないものとする。ただし、第６項の

場合であり、かつ、本件委託契約終了の原因が甲の責めに帰すべき事由による場合は、この限り

でない。

５ 甲は、本件土地を甲において公用又は公共用に供する必要が生じた場合は、地方自治法（昭和

22年法律第67号）第238条の５第４項の規定に基づき、本契約を解除することができる。

６ 甲は、本件委託契約が終了した場合は、本契約を解除する。

（乙による契約解除）

第23条 乙は、天災地変その他乙の責めに帰すことのできない事由により本件建物が滅失又は著

しく損傷した場合は、甲に対し、本契約の解除を申し入れることができる。

２ 甲は、前項の規定に基づく申入れに対し、正当な事由があると認めるときは、本契約の解除を

承諾し、書面によりその旨を通知する。この場合において、本契約は、乙による解除の申入れが

された日から６か月を経過したときに終了する。

（乙の責めに帰すべき事由による契約解除）

第24条 乙の責めに帰すべき事由により、契約解除された場合、乙は、民間収益事業を実施する、

代替の民間収益事業者を確保するよう努めるものとする。

（更地返還及び明渡し）

第25条 乙は、本契約が終了した場合、自己の費用をもって、甲が別途指定する期日（第５条に示

す存続期間満了後）までに、本件土地に存在する建物（乙が施工した基礎杭を含む。）、工作物及

び設備・備品等（以下「建物等」という。）を収去し、本件土地を更地にして明け渡さなければ

ならない。ただし、建物等のうち甲が別途書面によりその残置を認めたものについては、この限

りではない。

２ 甲は、前項の明渡期日を指定するに際しては、本件建物の取壊し等本件土地の返還に必要な合

理的な期間を考慮するものとする。

３ 乙は、第１項に定める本件土地の明渡しを遅延した場合、甲に対し、明渡期日の翌日から明渡

し済みまで、損害金として、月額貸付料の３倍に相当する金員を支払う。



（違約金）

第26条 乙は、本件借地権の存続期間中に次の各号の一に該当する事由が生じた場合は、甲に対

し、違約金として、当該各号に定める金額を支払う。

(1) 第３条、第11条、第12条、第13条、第15条又は第16条に定める義務に違反した場合

年額貸付料相当額

(2) 第14条、第17条又は第19条に定める義務に違反した場合

月額貸付料の３倍相当額

(3) 第20条に定める義務に違反した場合において、甲がその状態を是正するため有効な措置を

講じるよう催告したにもかかわらず、乙がその措置を講じないとき

月額貸付料の３倍相当額

２ 甲及び乙は、前項に定める違約金にかかわらず、前項各号の事由により甲が違約金額を超える

損害を被った場合には、甲は乙に対して、違約金に加えて当該超過損害の賠償を請求することが

できる。

（登記）

第27条 甲は、本契約締結後、乙が本件借地権設定登記を行うために甲に協力を求めた場合、これ

に協力するものとする。この場合の登記に要する費用は、乙の負担とする。

２ 本件借地権の存続期間が満了した場合又は本契約が中途で解除により終了する場合には、乙

は、自己の負担により、本件借地権の抹消登記をしなければならない。

３ 乙が前項の規定による義務を履行しない場合には、甲は、本件借地権の抹消登記に係る手続を

行うものとする。この場合の登記に要する費用は、乙の負担とする。

（契約不適合責任）

第28条 乙は、本契約締結後、本件土地に直ちに発見することができない本契約の内容に適合しな

いもの（以下「契約不適合」という。）があることが判明した場合、本件土地引渡しの日から１

年に限り、甲に対し、民法等の法令に基づき、本件土地の修補等の履行の追完、貸付料の減額及

び損害賠償の各請求（以下、これらを総称して「契約不適合責任請求」という。）並びに本契約

の解除を求めることができる。

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、次の各号の一に該当する事由を原因としては、甲に対し、前

項の各請求又は本契約の解除その他一切の責任を追及することができないものとする。ただし、

募集要項その他甲が本事業の事業者募集手続きにおいて公表した資料から予見することが合理

的に可能であった場合に限り、乙が甲に当該責任の追及ができないものとする。

(1) 本件土地に地中障害物等の存在が発見されたこと

(2) 本件土地に土壌汚染の存在が発見されたこと



３ 本条第１項に基づく契約不適合責任の追及は、第５条に定める本件借地権の存続期間におけ

る貸付料の総額に相当する額（請求が競合する場合は、その合算額を指す。）を上限とする。

（暴力団等からの不当介入の排除）

第29条 乙は、本契約の履行に当たり、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けた場合は、甲に対

し、直ちにその旨を報告するとともに、所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力等をしなけ

ればならない。

（損害賠償等）

第30条 乙は、本契約に定める義務を履行せず、そのため甲に何らかの損害を与えたときは、甲に

対し、その損害に相当する金額を支払う。

２ 乙は、第22条第５項の規定に基づき本契約が解除されたことにより何らかの損失を被ったと

きは、甲に対し、地方自治法第238条の５第５項の規定に基づき、その補償を請求することがで

きる。

（契約の費用）

第31条 本契約の締結及び履行に関して必要な費用は、全て乙の負担とする。

（通知事項）

第32条 乙は、次のいずれかの事由が生じたときは、甲に対し、遅滞なくその旨を書面により通知

しなければならない。

(1) 商号、主たる事務所の所在地又は連絡先・電話番号を変更したとき

(2) 代表者を変更したとき

(3) 解散したとき

（協議事項）

第33条 本契約に関する解釈の疑義又は本契約に定めのない事項については、甲乙協議のうえ、別

途書面をもって定めるものとする。

（裁判管轄）

第34条 甲及び乙は、本契約に関する訴訟については、甲の所在地を管轄する地方裁判所をもって

合意による第一審の専属的管轄裁判所とする。

（強制執行の認諾）

第35条 乙は、第７条及び第９条の金銭債務を履行しないときは、直ちに強制執行に服する旨陳述



した。

本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、それぞれ各

１通を保有する。

※実際は、公正証書の書式によることになります。

令和■年■月■日

甲 竹原市

代表者 竹原市長 今 榮 敏 彦

乙

[所在地]

[商号又は名称]

[代表者氏名]



別記１ 物件明細書

乙の提案書類の内容を踏まえて作成する



別記２ 提案事業の概要

乙の提案書類の内容を踏まえて作成する


